
 

 

                                      資料６ 

第９期計画の方向性（国の基本的な考え方） 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 
◆令和３～５年度（2021～2023）の介護給付等の実績を踏まえ、地域の中長期的な人口動

態や介護ニーズの見込み等に基づき、介護サービス基盤の計画的な確保が必要。 

◆医療・介護双方のニーズを有する高齢者のサービス需要や在宅医療の整備状況を踏まえ、医

療・介護の連携を強化し、医療及び介護の効率的かつ効果的な提供を図ることが重要。 

◆各市町村では、地域における中長期的なサービス需要の傾向を把握し、その上で、サービス

整備の絶対量、期間を勘案して第９期計画を作成することが重要。 

◆居宅要介護者の在宅生活を支えるため地域密着型サービス等のさらなる充実が必要。 

◆居宅要介護者のニーズに柔軟に対応できるよう、複数の在宅サービスを組み合わせた新たな

複合型サービスの創設を踏まえた整備の検討が必要。 

⇒人口推計や実績に基づくサービス量の見込みを踏まえ、計画的なサービス確保を図るととも

に、在宅サービスの充実や在宅医療の充実に向けた医療介護連携の促進が必要。 

 

（２）地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 
◆地域共生社会の実現に向けた取組として、地域包括支援センターの体制や環境の整備を図る

ことに加え、障害者福祉や児童福祉などの他分野との連携を促進していくことが重要。 

◆認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会の実現に向け、「共生」と「予防」を

車の両輪として、施策を推進していくことが重要。 

◆地域包括ケアシステムを深化・推進するため、医療・介護分野でのＤＸ（デジタルトランス

フォーメーション）を進め、デジタル基盤を活用した情報の共有・活用等の推進が重要。 

◆介護給付適正化や効果的・効率的な事業実施に向けた保険者機能の強化が必要。 

⇒地域共生の観点から、関連分野との連携も含め、地域における共生・支援・予防の取組の充

実、デジタル基盤を活用した効果的・効率的な事業の推進が求められています。 

 

（３）地域包括ケアシステムを支える介護人材及び介護現場の生産性向上 
◆介護サービス需要の高まりの一方で生産年齢人口は急速な減少が見込まれており、介護人材

の確保が一段と厳しくなることが想定される。 

◆介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、

介護職の魅力向上、外国人材の受入れ環境整備などの取組を総合的に実施することが必要。 

◆ＩＣＴの導入や適切な支援につなぐワンストップ型窓口の設置など、生産性向上に資する取

組を都道府県と連携して推進することが重要。 

⇒介護人材の確保に向けた取組を府等と連携して推進していくことが求められています。 


